
みやぎ農山漁村交流体制づくり事業実施要領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、県内の農山漁村と都市住民や企業との交流を促進し、関係・交流人口

の拡大を図るため、都市住民・企業との交流に取り組む意欲のある農山漁村が地域の受入

体制づくりと交流機会の創出を行う、みやぎ農山漁村交流体制づくり事業（以下「本事業」

という。）の実施に関し、必要な事項を定める。 

 

（事業の内容） 

第２条 本事業の事業区分、事業内容、事業実施主体及び承認要件は、別表のとおりとする。 

 

（申請） 

第３条 本事業の事業計画の承認を希望する事業者（以下「申請者」という。）は、様式第

１号を知事に申請するものとする。 

２ 前項の申請の提出期限は、知事が別に定める。 

 

（承認） 

第４条 知事は、前条の申請があった場合は、事業計画を審査し、その審査結果に基づき承

認の可否を申請者に通知するものとする。 

なお、審査の詳細に関しては別に定める。 

 

（支援施策等） 

第５条 前条の承認を受けた申請者（以下「事業実施主体」という。）は、みやぎ農山漁村

交流体制づくり事業費補助金を申請することができる。 

 

（事業の着手） 

第６条 事業の着手は、原則として、当該事業に係る補助金の交付決定後に行うものとする。 

 

（事業の推進指導） 

第７条 事業実施主体は、第４条の承認を受けた事業計画に基づき、宮城県と連携を密にし

ながら円滑な事業の実施に努めるものとする。 

２ 知事は、事業を円滑に実施するため、事業実施主体との緊密な連携の下に、事業実施主

体に対し事業の実施に関する必要な指導を行うことができる。 

 

（事業計画の変更等） 

第８条 事業実施主体は、第４条の承認を受けた事業計画の内容を変更する場合は、様式第

２号を知事に申請し、承認を受けなければならない。ただし、変更が軽微なものであって、

事業計画全体に著しい変更を及ぼさない場合は、この限りでない。 

２ 事業実施主体は、事業計画を中止し、又は廃止する場合は、様式第３号を知事に提出し、

承認を受けなければならない。 

３ 知事は、第４条の承認を受けた事業計画に虚偽の記載があった場合又は承認を受けた事

業計画に従って事業が行われていないと認めるときは、その承認を取り消すことができる。 



 

（その他） 

第９条 この要領に定めるもののほか、この事業の実施に必要な事項は、別に定める。 

 

 

附 則 

１ この要領は、令和３年４月２０日から施行し、令和３年度予算に係る事業に適用する。 

２ この要領は、次年度以降の各年度において、当該事業に係る予算が成立した場合に、当

該事業にも適用するものとする。 

 附 則 

この要領は、令和４年４月１５日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和５年５月１９日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表（第２条関係） 
 
事業名：みやぎ農山漁村交流体制づくり事業 

事業区分 事 業 内 容 事業実施主体 承 認 要 件 

地域交流

体制づく

り型 

 
１ 交流活動に向

けた地域の受入

体制づくり 
 
２ 地域外の住民

や企業等との

交流活動 
 
３ １または２に

付随する情報

発信 
 
 
※１及び２は、必

ず 実 施 す る こ

と。 
 

 
次の１及び２の条件を満たす、都市農

村交流に取り組む意欲のある任意団体又

は法人（以下「団体」という。）とする。 
 
１ 次のいずれかの団体であること。 
（１） 農泊実施団体 
（２） 農山漁村交流拡大プラットフォ

ームの会員または会員を含む団体 
（３） 複数市町村にまたがる取組を主

体的に運営する団体 
（４） その他、農山漁村地域で交流活

動に取り組む意欲ある団体 
 
２ 当該年度に、同一の事業計画につい

て、国または宮城県の都市農村交流や

関連事業に関する補助事業の交付決定

を受けていない、または受ける予定の

ないこと。 
 

 
次のいずれかの要

件を満たす事業計画

であること。 
 
１ 当該地域にとっ

て、新たな取組で

あること 
 
２ 県内の先進的な

事例であること 
 
３ 複数市町村の地

域が連携した広域

的な取組であるこ

と 
 

事業連携

スタート

アップ型 

 
１ 事業連携に向

けた体制の構築 
 
２ 新たな事業の

実施に向けた取

組 
 
※２は必ず実施す

ること。 
 

 
次の１及び２の条件を満たす者。 

 
１ 農山漁村交流拡大プラットフォーム

の会員 
 
２ 当該年度に、同一の事業計画につい

て、国または宮城県の都市農村交流や

関連事業に関する補助事業の交付決定

を受けていない、または受ける予定の

ないこと。 
 

 
次のすべての条件

を満たす事業計画で

あること。 
 

１ 2 者以上の農山

漁村交流拡大プラ

ットフォームの会

員が連携して取組

む内容であること 
 
２ 新たな取組であ

ること 
 

 


